
平成３０年度　施策評価シート

理由

社会福祉法人が地域福祉の重要な担い手であることから、引き続き指導検査を通じて育成する必要がある。
成年後見人への報酬助成については、対象となるケースが増加しているため、今後も継続する必要がある。

市民後見人養成研修修了者数・市民後見人受任者数累計

H37

評価

Ａ

○

指　標　名

最終評価

196人・125件

基準年(H28) H29 H30 H31

基本目標

政策 420 地域で支えあい、誰もが安心して暮らせるしくみをつくる

H32 H33 H34 H35 H36 H37H30 H31H29

指　標　名 「必要な福祉サービスが適切に提供されている」区民の割合

安心して暮らせる「すみだ」をつくるⅣ

基準年(H28)

施策 422 利用者のニーズにあった地域福祉サービスの質と量の向上を図る

施策の目標
　福祉サービスを必要とする区民の権利が守られ、適切なサービスを受けることができ、子どもから高齢者
まで、障害のある人もない人も、区民の誰もが自分らしく、住みなれた地域で安心して暮らしています。

１ 基本計画における成果指標の状況

70.0目標

実績

60.050.0

51.2

121人・75件

実績 46人・25件

H32 H33 H34 H35 H36

H29

H28

総事業費推移（千円）

30,472

23,020

平成25年度より、区内でのみ事業を行う社会福祉法人の認可及び指導権限が区に移譲さ
れ、所轄庁として所管法人の運営健全化を支援していく必要がある。

H30

２ 目標と現状(実績)についての分析及び総事業費推移

指標の推移・施策の課題や問題点について記述

目標 46人・25件

３ 施策の評価及び判断理由

【上記の判断理由】

第三者評価制度の受審費用の助成を通じ、利用者がサービスを選択する際に有用な情報を提供するとともに、サービス
向上に向けた事業者の取り組みを一層促進していくことが必要である。

４　今後の施策の運営方針

【今後の具体的な方針】
第三者評価推進事業は、未受審の事業所の受審を促進する。社会福祉法人の指導監査等事業については、施設サービ
ス検査との体制一元化の効果的な推進を検討する。成年後見人への報酬助成は、利用しやすいようにさらに周知を行って
いく。

施策の戦略的方向性一次評価

(１)　優先的に資源投入を図る。

(２)　現状維持とする。

(３)　現状維持だが、より効率的な運営を図る。

(４)　資源投入の縮小を図る。



福祉サービス第三者評価
推進事業

12,119

施策への関連性

7

評価対象年度

目的に対する指標

人コスト
（千円）

歳　出
総　額

（千円）

23,410

13,895

19,810

64

73

42

38

客観的な基準からサービス内
容等を評価し、結果を公表す
る過程を通じて、福祉サービ
スの質の向上を図ることがで
きる。

15,986

法令・通知等に定められた事項に
ついて、法人に対する認可及び指
導監査等を行うことにより、適正
な法人運営と社会福祉事業の健全
な経営が確保され、本区の地域福
祉が推進される。

成年後見制度の活用が必要にもかかわら
ず申立人がいない方に対して、支援を行
うことで、権利擁護と生活の安定した状
態となり、利用者のニーズに合った地域
福祉サービスの質と量の向上を図ること
ができる。
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歳　出
決算額

（千円）
事務事業名番号 年度目標値

年度実績値

1
成年後見制度に関する事
業

14,529 8,881
現状維持

平成２９年度

５　この施策に係る事務事業（重要度・貢献度順）                     

直近の評価内容

評価結果

4

現状維持

平成２９年度

現状維持

平成２９年度

1,776

3
社会福祉法人指導監査等
事業

3,824
7

2


